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平成１８年度 農政活動事業実績

（１）品目横断的経営安定対策加入者に向けた農業委員会系統組織の

取り組み
平成１９年産から新たに始まる品目横断的経営安定対策や米政策改革及び農地・

水・環境保全向上対策の推進にあたっては、これまで農業者が経営の存続を掛けて

取り組んで来た努力が報われるとともに、行政・農業委員会やＪＡ等農業関係機

関・団体の支援により地域の実態に応じて育成された多様な経営体が支援対象にな

ることが大切である。

また、担い手の経営安定・品目別対策及び地域振興対策がセットとして確立し、

かつ、財源確保が講じられる必要がある。

したがって、多様な地域農業の実態に合った具体的施策確立のため

① 対策の内容、仕組みについて、地域農業者への周知徹底

② 対策加入者のための要件充足の支援

③ 担い手不足地域における集落営農の組織化、法人化への取り組み支援

などの組織的な取り組みを強化するとともに、この旨を８月に各農業委員会に通知

した。

（２）農地基本台帳の整備の徹底
品目横断的経営安定対策における対象者規模要件の面積確認は、農業委員会が作

成・管理している農家基本台帳の面積を使用することになったことや、農地基本台

帳の整備が十分にされていない農業委員会が多く見られるとの会計検査院からの指

摘もあることから、東海農政局及び愛知県と合同で巡回指導した後、適正整備を支

援した。

巡回指導した農業委員会 ２２委員会

うち整備が完全な委員会 ５委員会

整備が不備な委員会 １７委員会

（整備率５０％未満の項目の上位）

１位 営農の状況（８委員会）

２位 土地総括表、筆別表、貸付地の筆別表（２委員会）

（３）農地と担い手を守り活かす運動の推進
「農地と担い手を守り活かす運動」を基礎とする農業委員会系統組織活動の取り

組み状況調査（平成１８年８月１日時点）を行なったが、その結果の概要は次のと

、 、おりであったので 平成１８年８月２８日開催の平成１８年度第１回総会において

「 農地と担い手を守り活かす運動』の取り組み強化に関する申し合わせ決議」を『

するとともに、運動の取り組みを強化した。

（参考）
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１７年度の取り組み状況

① 農地パトロールの実施 ４２委員会

② 農地利用現況図の作成 ８委員会

③ 認定農業者と農業委員会との

意見交換会の開催 １６委員会

④ 年間事業計画の作成 ２０委員会

⑤ 活動記録ノートの記帳 ３４委員会

（４）税源移譲への対応
平成１８年度の農業委員会交付金は前年度と同じ４８億円（税源移譲分も前年と

同じ４６億円）となった。

税源移譲は国庫補助金等の削減ではなく一部の税源が地方交付税に振り替わるも

のであるから、各農業委員会に対して、それぞれの市町村長に対して毎年度、農業

委員会関係予算の確保について申し入れを行うように働きかけた。

（５）地域における担い手の農地情報ニーズの調査
水田農業の担い手の育成・確保に資するため、担い手が求めている農地情報ニー

（ ） 、 、ズについてアンケート調査 無記名 を行い その結果を会員に周知するとともに

全国農業会議所に報告した。

○対象者

愛知県稲作経営者会議会員（４７／５７名） 回収率８２．５％

○主な内容

農業委員会の担い手に対する農地情報提供活動への認知度７人、町村外の

農地情報への関心有が２４人。また、どのような農地情報が必要かについて

は、かなりまとまった農地の情報が１６人、他市町村の情報が１３人、作物

条件にあった農地情報が１３人であった。

（６）全国農業委員会会長大会への参加
平成１８年５月２５日、東京都の日比谷公会堂において開催された全国農業委員

会会長大会に本県から７２名が参加した。

太田豊秋会長の主催者あいさつの後、経過並びに情勢報告があり次いで提案・要

請決議が行われた。

「ＷＴＯ農業交渉並びにＥＰＡ／ＦＴＡ交渉に関する特別要請決議」

「経営安定対策の導入等による農業構造改革に向けた政策提案決議」

「農業委員会の必置規制の堅持に関する要請」

「地域に根ざした活力ある農業委員会の実践に関する申し合わせ決議」

その後農業委員会活動の強化に向けた決意表明が全国の東・西・中ブロックの農

業委員会の代表者により行われた。
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大会終了後、直ちに代表要請として、政府、主要国会議員に対して農業委員会長

を中心とした要請活動を実施した。

さらに西三河、豊田加茂、新城設楽、東三河支部合同による地元選出国会議員へ

の要請と懇談会を実施した。

（７）農業者年金加入推進セミナー及び全国農業委員会会長代表者集

会・日豪ＦＴＡ対策特別集会への参加
平成１８年１１月２８日、東京都の浅草ビューホテルで開催された平成１８年度

農業者年金推進セミナー及び翌２９日、東京都の九段会館で開催された全国農業委

員会会長代表者集会・日豪ＦＴＡ対策特別集会に本県より各支部の支部長（年金推

進セミナー・１３、代表者集会等・１４名）等が参加した。

１１月２８日午後は農業者年金制度の勉強を、翌２９日の午前は愛知県選出国会

議員に対して平成１９年度農林予算の確保要望を始め、農地政策の再構築やＷＴＯ

農業交渉等の要請を行った。

午後は、代表者集会・日豪ＦＴＡ対策特別集会に出席し、農林関係予算の確保に

関する要請決議等に参加した。

（８）建議・要請活動の実施
平成１８年８月に豊橋市農業委員会から「農業施策に関する要望書」の提出があ

り、愛知県知事、全国農業会議所へ進達した。

また、平成１８年９月１９日開催の本農業会議常任会議員会議において、新城設

楽支部の野澤支部長より、提案のあった「鳥獣害駆除に関する要望」を愛知県知事

に行うことに決定し、同日付けで要望した。

（９）名古屋国税局との打合せ
前年までは農業に関する課税対策のため、東海４県農業団体課税対策協議会が開

催され、翌年の農業課税に関する協議（農業所得標準の作成、転作田標準の作成、

収入金課税等）を行ってきたが、農業所得標準が廃止され収入金課税方式に平成

１８年度から移行されたことから、課税対策協議会は廃止され、代わりに「納税猶

予打合会（名古屋国税局、４県、４県農業会議 」がもたれることになった。）

平成１９年１月１９日に名古屋国税局で開催された「納税猶予打合会」では、納

税猶予に関する現状と問題点等につき意見交換を行い次の点について合意した。

① 税務署は、相続税納税猶予申告者に対して納税猶予を決定したときは、そ

の納税猶予適用農地等の明細を農業委員会へ連絡する。

② 引き続き農業経営を行っている旨の証明を農業委員会が発行する場合は確

実に現地確認を行うとともに、申請者から農業経営の継続実施及び特定農地

等の状況を聴取し、記録を残すこと。
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（10）平成１９年度農林関係税制に関する要望等
平成１８年６月２０日、東海農政局で平成１９年度農林関係税制改正に関する要

望及び意見交換を行った。改正要望の主な物は次のとおり

○ 納税猶予制度の存続と適用拡大

○ 納税猶予の２０年営農要件の緩和と品目横断的経営安定対策との整合

、 、 。また 全国農業会議所に対しても上記に併せて ４農業委員会の要望も報告した

（11）贈与税・相続税の納税猶予制度の適用実態における認定農業者

の適用実態調査
平成１９年１月、全国農業会議所の依頼に基づき１５～１７年における適用実態

調査を実施し、２月に報告したがその結果の概要は次のとおり。

○ 相続税納税猶予の認定農業者適用人数及び面積

ha１５年 ２９人 ３０

ha１６年 １５人 １９

ha１７年 ２０人 １６

○ 贈与税納税猶予者は無し

（12）農林水産省との協議及び要望
平成１８年１０月１９日、県庁会議室において、農林水産省吉田審議官に対して

品目横断的経営安定対策及び農地・水・環境保全向上対策につき、協議するととも

に、次の要望をした。

○ 納税猶予の特例農地を認定農業者などの担い手に貸し付ける場合の猶予

の継続

○ 担い手経営革新促進事業内容明細の早期明確化

また、平成１９年１月２２日、経営所得安定対策及び日豪ＥＰＡに係るブロック

会議のため、吉田審議官が来訪された折り、県庁会議室において、意見交換すると

ともに農地・水・環境保全向上対策についての現場で分かり易いものとするように

要望した。


